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（平成 15. 3.29 変更届出） 

（平成 16. 9. 1 変更認可） 

（平成 17. 5.20 変更届出） 

（平成 17. 7.15 変更届出） 
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（平成 21. 3.13 変更届出） 

（平成 22. 3.27 変更届出） 

（平成 23. 2. 3 変更認可） 

（平成 23. 3.26 変更届出） 

（平成 24. 2. 7 変更認可） 

（平成 24. 3.31 変更届出） 

（平成 25．2. 4 変更認可） 

（平成 25．7. 5 変更認可） 

（平成 29. 9.13 変更認可） 

（2020. 1.30 変更認可） 

（2021. 4. 1 変更届出） 

（2021. 6.10 変更認可） 

（2022. 2.28 変更認可） 

（2022. 8. 9 変更認可） 

（2022. 8.31 変更認可） 

（2023. 5.31 変更認可） 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この法人は、学校法人北里研究所と称する。 

（事務所） 

第２条 この法人は、事務所を東京都港区白金５丁目９番１号に置く。 

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、学祖・北里柴三郎博士が顕現した北里精神に則り、教育基本法及び学

校教育法に従い、学校教育を行い、社会に貢献する有為な人材を育成することを目的とす

る。 
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２ この法人は、前項のほか私立学校法第 26条による事業を行う。 

（設置する学校） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。 

（１） 北里大学 大学院     薬学研究科 

獣医学系研究科 

海洋生命科学研究科 

看護学研究科 

理学研究科 

医療系研究科 

感染制御科学府 

薬学部 薬学科 生命創薬科学科 

獣医学部 獣医学科 動物資源科学科 生物環境科学科 

医学部 医学科 

海洋生命科学部 海洋生命科学科 

看護学部  看護学科 

理学部  物理学科 化学科 生物科学科 

医療衛生学部  保健衛生学科 医療検査学科 医療工学科 

リハビリテーション学科

未来工学部 データサイエンス学科 

（２） 北里大学保健衛生専門学院 医療専門課程 栄養専門課程 看護専門課程

（３） 北里大学看護専門学校 医療専門課程 

（収益事業） 

第５条 この法人は、その収益を学校の経営に充てるため、次に掲げる収益事業を行う。 

（１） 不動産賃貸業

２ 収益事業の経営は、本法人の設置する学校の教育に支障があってはならない。 

第３章 役員及び理事会 

（役員） 

第６条 この法人に次の役員を置く。 

（１） 理事 19人以上 28人以内

（２） 監事２人以上３人以内

２ この法人の役員の選任にあたっては、その管理及び運営に適性を有する者が選ばれる

ように努めなければならない。ただし、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親

族が１人を超えて含まれないようにしなければならない。 

（理事の選任） 

第７条 理事は、次の各号に掲げるものとする。 

（１） 学長 １人
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（２） 学部長及び大村智記念研究所長 ９人

（３） 病院長 ３人

（４） 評議員のうちから評議員会において選任された者 ３人以上７人以内

（５） この法人に関係ある学識経験者で、前各号に規定する理事の過半数で選任された

者 ３人以上８人以内

（理事の任期） 

第８条 理事の任期は、４年とする。ただし、補欠の理事の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２ 理事は、再任されることができる。 

３ 前条第１号から第４号の規定によって選出された理事は、その選任の条件となってい

る地位を退いたときは、理事の職を失う。 

４ 理事は、前項の場合及び辞任、任期満了等の事由により理事の職を失った場合でも、後

任の理事が選任されるまでは、なおその職務を行う。 

（理事長） 

第９条 理事のうち１人を理事長とし、理事の互選をもって定める。 

２ 理事長の任期は４年とし、再任されることができる。ただし、同一人につき引き続き２

期（８年）を超えて理事長に在任することはできない。 

３ 一度退任した者が再度就任することはできない。 

４ 理事長が辞任を申し出て理事会が辞任を承認したとき、又は欠員となったときは、理事

会は 30日以内に後任理事長を選出しなければならない。 

５ 理事長は、法令及びこの寄附行為に規定する職務を行い、この法人内部の事務を総括し、

この法人の業務について、この法人を代表する。 

（理事の代表権の制限） 

第 10条 理事長以外の理事は、この法人の業務について、この法人を代表しない。 

（理事長職務の代理等） 

第 11条 理事長に事故あるとき、又は理事長が欠けたときは、副理事長が選任されている

場合は副理事長が、副理事長が選任されていない場合は、あらかじめ理事会において定め

た順位に従い常任理事がその職務を代理し、又はその職務を行う。 

（副理事長及び常任理事） 

第 12条 この法人に常任理事を置く。 

２ 理事長は、理事会に諮り、理事のうちから常任理事３人以上７人以内を指名する。 

３ 常任理事のうち１人を副理事長として置くことができる。 

４ 副理事長は、理事長が推薦し、理事会で選任する。 

５ 副理事長及び常任理事は、理事長を補佐し、法人業務を分掌する。 

６ 理事長は、理事会に諮り、任期の中途でも副理事長及び常任理事を解任し、又は新たに

指名することができる。 

７ 副理事長及び常任理事は、理事長の退任とともにその職を退く。ただし、後任の副理事
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長及び常任理事が就任するまでは、その職務を行う。 

（理事会） 

第 13条 この法人に理事をもって組織する理事会を置く。 

２ 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。 

（会議） 

第 14条 理事会は、理事長が招集し、議長となる。 

２ 理事会を招集するには、各理事及び監事に対して、会議開催の場所及び日時並びに会議

に付議すべき事項を書面又は電磁的方法により、会議の７日前までにこれを発しなけれ

ばならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りではない。 

３ 理事会は、この寄附行為に別段の定めがある場合のほか、理事総数の３分の２以上の理

事が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。ただし、第 15条第２項

の規定による除斥のため、３分の２に達しないときはこの限りでない。 

４ 理事長は、理事総数の３分の２以上の理事から会議に付議すべき事項を示して、理事会

の招集を請求された場合には、その請求のあった日から７日以内に、これを招集しなけれ

ばならない。 

５ 理事長が前項の規定による招集をしない場合には、招集を請求した理事全員が連名で

理事会を招集することができる。 

６ 第 19条第２項及び前項の規定に基づき理事会を招集した場合における理事会の議長は、

出席理事の互選により決定する。 

（議事） 

第 15条 理事会の議決は、この寄附行為に別段の定めがある場合を除いて、理事総数の３

分の２以上が出席し、理事総数の過半数をもってこれを決する。可否同数のときは、理事

長の決するところによる。 

２ 理事は、自己、配偶者若しくは三親等以内の親族の一身上に関する事件又は自己若しく

はこれらの者に特別の利害関係のある議事については、その議事の議決に加わることが

できない。ただし、理事会の同意があるときは、会議に出席し、発言することができる。 

（議事録） 

第 16条 議長は、理事会の開催の場所（当該場所に存しない役員が理事会に出席をした場

合における当該出席の方法を含む。）及び日時並びに議決事項及びその他の事項について、

議事録を作成しなければならない。 

２ 前項の議事録については、議事の経過の要領及びその結果を記載し、議長並びに出席し

た理事のうちから互選された理事２人以上及び出席した監事が署名（電磁的記録により

作成される議事録にあっては、電子署名。以下同じ。）し、常にこれを事務所に備えて置

かなければならない。 

３ 利益相反取引に関する承認の決議については、理事それぞれの意思を議事録に記載し

なければならない。 

（監事） 
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第 17条 監事は、この法人の理事、職員（学長、教員その他の職員を含む。以下同じ。) 、

評議員又は役員の配偶者若しくは三親等以内の親族以外の者から、評議員会の同意及び

理事会の議決を得て、理事長が選任する。 

２ 前項の選任に当たっては、監事の独立性を確保し、かつ、利益相反を適切に防止するこ

とができる者を選任するものとする。 

３ 監事のうち１人以上を常任とする。 

（監事の任期） 

第 18条 監事の任期は、４年とする。ただし、再任を妨げない。 

（監事の職務） 

第 19条 監事の職務は、次のとおりとする。 

（１） この法人の業務を監査すること。

（２） この法人の財産の状況を監査すること。

（３） この法人の理事の業務執行の状況を監査すること。

（４） この法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、毎会計

年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後２か月以内に理事会及び評議員会

に提出すること。

（５） 第１号から第３号までの規定による監査の結果、この法人の業務若しくは財産又

は理事の業務執行に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な

事実があることを発見したときは、これを文部科学大臣に報告し、又は理事会及び

評議員会に報告すること。

（６） 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して理事会及び評議員会

の招集を請求すること。

（７） この法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、理事会

に出席して意見を述べること。

２ 前項第６号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の

日を理事会又は評議員会の日とする理事会又は評議員会の招集の通知が発せられない場

合には、その請求をした監事は、理事会又は評議員会を招集することができる。 

３ 監事は、理事がこの法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは寄附行為に違反す

る行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によってこ

の法人に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為をやめる

ことを請求することができる。 

（役員の補充） 

第 20条 理事又は監事のうち、その定数の５分の１を超える者が欠けたときは、30日以内

に補充しなければならない。 

２ 前項により選任された役員の任期は前任者の残任期間とする。 

（役員の解任及び退任） 

第 21条 役員が次の各号の一つに該当するに至ったときは、理事総数の４分の３以上出席 
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した理事会において、理事総数の３分の２以上の議決及び評議員会の議決により、これを

解任することができる。 

（１） 法令の規定又はこの寄附行為に違反したとき。

（２） 心身の故障のため職務の執行に堪えられないと認められるとき。

（３） 職務上の義務に違反したとき。

（４） 役員たるに適しない非行があると認められるとき。

２ 役員は次の事由によって退任する。 

（１） 任期の満了

（２） 辞任

（３） 死亡

（４） 私立学校法第 38条第８項第１号又は第２号に掲げる事由に該当するに至ったと

き。 

第４章 評議員会及び評議員 

（評議員会） 

第 22条 この法人に評議員会を置く。 

２ 評議員会は、83人以上 88人以内の評議員をもって組織する。 

（評議員の選任） 

第 23条 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

（１） 理事長 １人

（２） 学長 １人

（３） 大学以外のこの法人が設置する学校長 ２人

（４） 大学教授会から互選された者 33人

（５） この法人の職員から理事会において選任された者 19人

（６） この法人の設置する学校を卒業した者で年齢 25才以上の者のうちから理事会に

おいて選任された者 12人 

（７） この法人の設置する学校の在校生の父母若しくは卒業生の父母のうちから理事

会において選任された者 ６人 

（８） この法人に関係ある学識経験者で、前各号に規定する評議員の過半数で選任され

た者 ９人以上 14人以内

２ 前条第２項の規定にかかわらず、理事長が学長の職務を兼務した場合には、評議員の員

数を 82人以上 87人以内とする。 

３ 第１項第１号から第５号に規定する評議員は、その選任の条件となっている地位を退

いたときは評議員の職を失うものとする。 

（評議員の任期） 

第 24条 評議員の任期は、４年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 評議員は、任期満了の後でも後任の評議員が選任されるまでは、なおその職務を行う。 
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（評議員の補充） 

第 25条 評議員中欠員が生じたときは、３か月以内にこれを補充しなければならない。 

２ 補欠の評議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（評議員の解任及び退任） 

第26条 評議員が次の各号の一に該当するに至ったときは、評議員総数の３分の２以上の

議決により、これを解任することができる。 

（１） 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。

（２） 評議員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。

２ 評議員は次の事由によって退任する。 

（１） 任期の満了

（２） 辞任

（３） 死亡

（会議） 

第 27条 評議員会は、理事長が招集する。 

２ 評議員会を招集するには、各評議員及び監事に対して、会議開催の場所及び日時並びに

会議に付議すべき事項を書面又は電磁的方法により、会議の７日前までにこれを発しな

ければならない。ただし、緊急を要する場合はこの限りではない。 

３ 評議員会は、評議員総数の過半数の出席がなければ、その議事を開き、議決をすること

ができない。ただし、第 29 条第３項の規定による除斥のため過半数に達しないときは、

この限りではない。 

４ 理事長は、評議員総数の３分の１以上の評議員から会議に付議すべき事項を示して、評

議員会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から 20日以内に、これを招集

しなければならない。 

５ 理事長が前項の規定による招集をしない場合には、招集を請求した評議員全員の連名

で評議員会を招集することができる。この場合における評議員会の議長は、出席評議員の

互選により決定する。 

（議長） 

第 28条 評議員会に議長を置き、評議員のうちから評議員会において選任する。 

２ 議長の任期は、評議員の在任期間とする。 

（議事） 

第 29 条 評議員会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、

出席評議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

２ 前項の場合において、議長は評議員として議決に加わることができない。 

３ 評議員会の議事について特別の利害関係を有する評議員は、議決に加わることができ

ない。 

４ 評議員会の議事運営を円滑にするため、評議員会に委員会を置くことができる。委員会

に関する事項は、別に定める。 
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（議決事項） 

第30条 次に掲げる事項については、評議員会の議決を要する。 

（１） 役員の解任

（２） 第 46条第１項第１号及び第２号に規定する解散

（３） 合併

（４） 寄附行為の変更

（諮問事項） 

第 31条 次に掲げる事項については、理事長において、あらかじめ評議員会の意見を聴か

なければならない。 

（１） 予算及び事業計画

（２） 事業に関する中期的な計画

（３） 借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）及び基

本財産の処分並びに運用財産中の不動産及び積立金の処分 

（４） 役員に対する報酬等（報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の

利益及び退職手当をいう。以下同じ。）の支給の基準

（５） 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄

（６） 収益事業に関する重要事項

（７） 寄附金品の募集に関する事項

（８） その他この法人の運営に関する重要事項で理事会において必要と認めるもの

（意見の具申） 

第 32条 評議員会は、この法人の業務若しくは、財産の状況又は役員の業務執行の状況に

ついて、役員に対して意見を述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員から報告を徴する

ことができる。 

（議事録） 

第 33条 議長は、評議員会の開催の場所（当該場所に存しない評議員が評議員会に出席を

した場合における当該出席の方法を含む。）及び日時並びに議決事項及びその他の事項に

ついて、議事録を作成しなければならない。 

２ 前項の議事録については、議事の経過の要領及びその結果を記載し、議長並びに出席し

た評議員のうちから互選された評議員２人以上及び出席した監事が署名し、常にこれを

事務所に備えて置かなければならない。 

第５章 役員の損害賠償責任 

（役員のこの法人に対する損害賠償責任） 

第 33条の２ 役員は、その任務を怠つたときは、この法人に対し、これによって生じた損

害を賠償する責任を負う。 

（損害賠償責任の免除） 

第 33条の３ 役員が任務を怠ったことによって生じた損害についてこの法人に対し賠償す
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る責任は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなく、その原因や職務執行状況など

の事情を勘案して特に必要と認める場合には、役員が賠償の責任を負う額から私立学校

法において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の規定に基づく最低責

任限度額を控除して得た額を限度として理事会の議決によって免除することができる。 

（責任限定契約） 

第33条の４ 理事（理事長、常任理事、業務を執行したその他の理事又はこの法人の職員

でないものに限る。）又は監事（以下この条において「非業務執行理事等」という。）

が任務を怠ったことによって生じた損害についてこの法人に対し賠償する責任は、当該

非業務執行理事等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金100万円

以上であらかじめ定めた額と私立学校法において準用する一般社団法人及び一般財団法

人に関する法律の規定に基づく最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の契

約を非業務執行理事等と締結することができる。 

第６章 資産及び会計 

（資産） 

第 34条 この法人の資産は、次のとおりとする。 

（１） 財産目録記載の財産

（２） 授業料、入学料及び検定料

（３） 資産から生ずる果実

（４） 収益事業から生ずる収入

（５） 寄附金品

（６） その他の収入

（資産の区分） 

第 35条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、運用財産及び収益事業用財産とする。 

２ 基本財産は、この法人の設置する学校に必要な施設及び設備又はこれに要する資金と

し、財産目録中基本財産の部に記載する財産及び将来基本財産に編入される財産とする。 

３ 運用財産は、この法人の設置する学校の経営に必要な財産とし、財産目録中運用財産の

部に記載する財産及び将来運用財産に編入される財産とする。 

４ 収益事業用財産は、この法人の収益を目的とする事業に必要な財産とし、財産目録中収

益事業用財産の部に記載する財産及び将来事業用財産に編入される財産とする。  

５ 寄附金品については、寄附者の指定がある場合には、その指定に従って基本財産、運用

財産に編入する。 

（基本財産の処分等の制限） 

第 36条 基本財産は、これを処分してはならない。ただし、この法人の事業の遂行上やむ

を得ない理由があるときは、理事会において理事総数の３分の２以上の議決を得て、その

一部に限り処分することができる。 

（積立金の運用及び保管） 
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第 37条 積立金は、理事会の承認のもとで、安全性と有利性を考慮して運用し、又は金融

機関の預貯金等として理事長が保管する。 

（経費の支弁） 

第 38条 この法人の設置する学校の経営に要する費用は、基本財産並びに運用財産中の不

動産及び積立金から生ずる果実、授業料、入学料、検定料、その他の運用財産をもって支

弁する。 

（会計） 

第 39条 この法人の会計は、学校法人会計基準により行う。 

２ この法人の会計は、学校の経営に関する会計（以下「学校会計」という。）及び収益事

業に関する会計（以下「収益事業会計」という。）に区分するものとする。 

（予算及び事業計画並びに事業に関する中期的な計画） 

第40条 この法人の予算及び事業計画は、毎会計年度開始前に、理事長が編成し、理事会

において出席した理事の３分の２以上の議決を得なければならない。これに重要な変更

を加えようとするときも、同様とする。 

２ この法人の事業に関する中期的な計画は、４年以上の理事会で定める期間ごとに、理事

長が編成し、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決を得なければならない。

これに重要な変更を加えようとするときも、同様とする。 

（予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄） 

第 41条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄をしよ

うとするときは、理事会において理事総数の３分の２以上の議決がなければならない。借

入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）についても同様と

する。 

（決算及び事業の実績、剰余金等の処分） 

第 42条 この法人の決算は、毎会計年度終了後２か月以内に作成し、監事の意見を求める

ものとする。 

２ 理事長は、毎会計年度終了後２か月以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、

その意見を求めなければならない。 

３ 収益事業会計の決算上剰余金を生じたときは、理事会において理事総数の３分の２以

上の議決を得て、その一部を収益事業会計の積立金として積み立て、他の金額は学校会計

に組み入れなければならない。 

４ 収益事業会計の積立金は、事業の遂行上やむを得ない事由があるときは、理事会におい

て理事総数の３分の２以上の議決を得て、これを処分することができる。 

５ 学校会計の決算上剰余金を生じたときは、その一部又は全部を基本財産、若しくは運用

財産中の積立金に編入し、又は次会計年度に繰り越しするものとする。 

（財産目録等の備付け及び閲覧） 

第43条 この法人は、毎会計年度終了後２か月以内に財産目録、貸借対照表、収支計算

書、事業報告書及び役員名簿（理事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿を
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いう。）を作成しなければならない。 

２ この法人は、前項の書類、監査報告書、役員に対する報酬等の支給の基準及び寄附行

為を各事務所に備えて置き、請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、

これを閲覧に供しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、この法人は、役員等名簿について同項の請求があった場合

には、役員等名簿に記載された事項中、個人の住所に係る記載の部分を除外して、同項

の閲覧をさせることができる。 

（情報の公表） 

第43条の２ この法人は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、遅滞なく、インターネッ

トの利用により、当該各号に定める事項を公表しなければならない。

（１） 寄附行為若しくは寄附行為変更の認可を受けたとき、又は寄附行為変更の届出を

したとき 寄附行為の内容

（２） 監査報告書を作成したとき 当該監査報告書の内容

（３） 財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書及び役員等名簿（個人の住所に

係る記載の部分を除く。）を作成したとき これらの書類の内容

（４） 役員に対する報酬等の支給の基準を定めたとき 当該報酬等の支給の基準

（役員の報酬） 

第43条の３ 役員に対して、別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等

として支給することができる。 

（資産総額の変更登記） 

第 44条 この法人の資産総額の変更は、毎会計年度末の現在により、会計年度終了後３か

月以内に登記しなければならない。 

（会計年度） 

第 45条 この法人の会計年度は、４月１日に始まり、翌年３月 31日に終るものとする。 

第７章 解散及び合併 

（解散） 

第 46条 この法人は、次の各号に掲げる事由によって解散する。 

（１） 理事会における理事総数の３分の２以上の議決及び評議員会の議決

（２） この法人の目的たる事業の成功の不能となった場合で、理事会における出席理事

の３分の２以上の議決及び評議員会の議決

（３） 合併

（４） 破産

（５） 文部科学大臣の解散命令

２ 前項第１号の事由による解散にあっては、文部科学大臣の認可を、前項第２号の事由に

よる解散にあっては、文部科学大臣の認定を受けなければならない。 

（残余財産の帰属者） 
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第 47 条 この法人が解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産

は、学校法人又は教育の事業を行う公益社団法人若しくは公益財団法人のうちから解散

のときにおける理事会において理事総数の３分の２以上の議決によって選定したものに

帰属する。 

（合併） 

第 48条 この法人が合併しようとするときは、理事会において理事総数の３分の２以上の

議決をなし、評議員会の議決を得て、文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

第８章 寄附行為の変更 

（寄附行為の変更） 

第 49条 この寄附行為を変更しようとするときは、理事会において理事総数の３分の２以

上の議決をなし、評議員会の議決を得て、文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

２ 私立学校法施行規則に定める届出事項については、前項の規定にかかわらず、理事会に

おいて理事総数の３分の２以上の議決をなし、評議員会の議決を得て、文部科学大臣に届

け出なければならない。 

第９章 補則 

（書類及び帳簿の備付） 

第 50条 この法人は、第 43条第２項の書類のほか、次の各号に掲げる書類及び帳簿を、常

に各事務所に備えて置かなければならない。 

（１） 役員及び評議員の履歴書

（２） 収入及び支出に関する帳簿及び証ひょう書類

（３） その他必要な書類及び帳簿

（公告の方法） 

第 51条 この法人の公告は、学校法人北里研究所の掲示場に掲示して行う。 

（施行細則） 

第 52条 この寄附行為の施行についての細則、その他この法人及びこの法人の設置する学

校の運営に関し必要な事項は、理事会が定める。 

附 則 

１ この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。 

理 事（理事長）秦 藤 樹 

理 事 春 日 忠 善 

理 事 笠 原 四 郎 

理 事 添 川 正 夫 

理 事 福 住 定 吉 

理 事 井 口 昌 雄 
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理 事 椿 精 一 

理 事 沼 田 岳 二 

理 事 安 斎 博 

理 事 長 木 大 三 

理 事 鈴 木 武 夫 

監 事 渡 辺 銕 蔵 

監 事 岡 本 良 三 

２ この寄附行為は、昭和 57年５月１日から施行する。 

３ この寄附行為は、昭和 59年１月 24日から施行する。 

４ この寄附行為は、昭和 60年 12月 25日から施行する。 

５ この寄附行為は、昭和 62年 12月 23日から施行する。 

６ この寄附行為は、昭和 63年４月 13日から施行する。 

７ この寄附行為は、平成元年４月 25日から施行する。 

８ この寄附行為は、平成２年３月 19日から施行する。 

９ この寄附行為は、平成５年 10月４日から施行する。 

10 この寄附行為は、平成５年 12月 21日から施行する。 

11 この寄附行為は、平成７年４月１日から施行する。 

12 この寄附行為は、平成９年３月 31日から施行する。 

13 この寄附行為は、平成９年５月 30日から施行する。 

14 この寄附行為は、平成９年 12月 19日から施行する。 

15 この寄附行為は、平成 11年４月１日から施行する。 

（北里大学の獣医畜産学部畜産学科及び畜産土木工学科の存続に関する経過措置） 

北里大学の獣医畜産学部畜産学科及び畜産土木工学科は、改正後の寄附行為第４条の

規定にかかわらず平成 11 年３月 31 日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなく

なるまでの間、存続するものとする。 

16 この寄附行為は、平成 11年７月９日から施行する。 

17 この寄附行為は、平成 11年７月 28日から施行する。 

18 この寄附行為は、平成 13年５月 29日から施行する。 

19 この寄附行為は、平成 13年 12月 20日から施行する。 

20 この寄附行為は、平成 14年５月 29日から施行する。 

21 この寄附行為は、平成 15年３月 29日から施行する。 

22 この寄附行為は、平成 16年９月１日から施行する。 

23 この寄附行為は、平成 18年４月１日から施行する。 

24 この寄附行為は、平成 19年４月１日から施行する。 

（理事の選任に関する経過措置） 

獣医畜産学部及び獣医学部からの理事選任数は、獣医畜産学部が存続する間は１人と

する。 
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25 この寄附行為は、平成 20年４月１日から施行する。 

（理事の選任及び任期に関する経過措置） 

寄附行為第７条の規定に基づき、第３号理事２人及び第４号理事１人を追加選任し、そ

の任期は寄附行為第８条の規定にかかわらず、平成 20 年４月１日から平成 21 年６月 30

日までとする。また、第５号理事及び第６号理事を補充する場合の任期についても同様と

する。 

（評議員の選任及び任期に関する経過措置） 

寄附行為第 23 条の規定に基づき、第３号評議員１人及び第５号評議員 15 人を追加選

任（うち８人は選任区分の変更）し、その任期は寄附行為第 24 条の規定にかかわらず、

平成 20年４月１日から平成 21年５月 31日までとする。また、第８号評議員を補充する

場合の任期についても同様とする。 

（北里大学水産学部水産生物科学科の存続に関する経過措置） 

北里大学水産学部水産生物科学科は、改正後の寄附行為第４条の規定にかかわらず、平

成 20 年３月 31 日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続

するものとする。 

26 この寄附行為は、平成 21年４月１日から施行する。 

27 この寄附行為は、平成 22年４月１日から施行する。 

（北里大学薬学部薬科学科の存続に関する経過措置） 

北里大学薬学部薬科学科は、改正後の寄附行為第４条の規定にかかわらず、平成 22年

３月 31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するもの

とする。 

28 この寄附行為は、平成 23年４月１日から施行する。 

（北里大学大学院獣医畜産学研究科の存続に関する経過措置） 

北里大学大学院獣医畜産学研究科は、改正後の寄附行為第４条の規定にかかわらず、平

成 23 年３月 31 日に当該研究科に在学する者が当該研究科に在学しなくなるまでの間、

存続するものとする。 

29 この寄附行為は、平成 24年４月１日から施行する。 

（理事の任期に関する経過措置） 

１ この寄附行為の施行日に理事である者の任期は、改正後の寄附行為第８条第１項

の規定にかかわらず、平成 24年６月 30日までとする。 

２  改正後の寄附行為第８条第１項の規定にかかわらず、平成 24年７月１日に就任す

る寄附行為第７条第１号に規定する理事（学長）に限り、その任期を平成 24年７月

１日から平成 26年６月 30日までとする。 

（理事長の任期に関する経過措置） 

この寄附行為の施行日に理事長である者の任期は、改正後の寄附行為第９条第２項の

規定にかかわらず、平成 24年６月 30日までとする。 

（監事の任期に関する経過措置） 
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この寄附行為の施行日に監事である者の任期は、改正後の寄附行為第 18条第１項の規

定にかかわらず、平成 24年７月 11日までとする。 

（評議員の任期に関する経過措置） 

この寄附行為の施行日に評議員である者の任期は、改正後の寄附行為第 24条第１項の

規定にかかわらず、平成 24年５月 31日までとする。 

（北里大学大学院水産学研究科の存続に関する経過措置） 

北里大学大学院水産学研究科は、改正後の寄附行為第４条の規定にかかわらず、 平成

24年３月 31日に当該研究科に在学する者が当該研究科に在学しなくなるまでの間、存続

するものとする。 

30 この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成 25年２月４日）から施行する。 

31 この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成 25年７月５日）から施行する。 

32 この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成 29年９月 13日）から施行する。 

33 2020年１月 30日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、2020年４月１日から施行する。 

34 この寄附行為は、2021年４月１日から施行する。 

35  この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（2021年６月 10日）から施行する。 

36 この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（2022年２月 28日）から施行する。 

37 この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（2022年８月９日）から施行する。 

38 この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（2022年８月 31日）から施行する。 

39 この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（2023年５月 31日）から施行する。 
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新 旧 の 比 較 対 照 表 
新 旧 

（西暦    .  .   変更認可） 

 

（設置する学校） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次に

掲げる学校を設置する。 

（１） 北里大学 

大学院     薬学研究科 獣医学系研究科 

海洋生命科学研究科 

看護学研究科 理学研究科 

未来工学研究科 

医療系研究科 

感染制御科学府 

薬学部      薬学科 生命創薬科学科 

獣医学部    獣医学科 動物資源科学科 

生物環境科学科 

医学部      医学科 

海洋生命科学部 海洋生命科学科 

看護学部    看護学科 

理学部     物理学科 化学科 生物科学科 

医療衛生学部  保健衛生学科 医療検査学科 

医療工学科 

リハビリテーション学科 

未来工学部   データサイエンス学科 

（２） 北里大学保健衛生専門学院 

医療専門課程 栄養専門課程 看護専門課程 

（３） 北里大学看護専門学校 医療専門課程 

 

附 則 

40 この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（西暦    

年 月 日）から施行する。 

 

 

（設置する学校） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次に

掲げる学校を設置する。 

（１） 北里大学 

大学院     薬学研究科 獣医学系研究科 

海洋生命科学研究科 

看護学研究科 理学研究科 

 

医療系研究科 

感染制御科学府 

薬学部      薬学科 生命創薬科学科 

獣医学部    獣医学科 動物資源科学科 

生物環境科学科 

医学部      医学科 

海洋生命科学部 海洋生命科学科 

看護学部    看護学科 

理学部     物理学科 化学科 生物科学科 

医療衛生学部  保健衛生学科 医療検査学科 

医療工学科 

リハビリテーション学科 

未来工学部   データサイエンス学科 

（２） 北里大学保健衛生専門学院 

医療専門課程 栄養専門課程 看護専門課程 

（３） 北里大学看護専門学校 医療専門課程 
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様式第４号その１（第１１条関係） （用紙　日本産業規格Ａ４横型）

設
置
経
費

380 千円

図　　　　　　　書

教具・校具・備品

（－）

小 計

新設校の開設年度の経常経費

合 計

既
設
校
か
ら

の
転
共
用

施
設

基　　　準　　　内

基　　　準　　　外 千円

千円

千円

284

17,781

183

63,421 140,309

設
　
備

図 書

教 具

校 具

備 品

設
備

0

基 準 内

基 準 外

－

経費の見積り及び資金計画を記載した書類

設置経費及び経常経費並びにその支払い計画を記載した書類

年 度
年度 開設年度の前年度 開設年度 年度

－－

校 地 － － － － －

千円

（－）（－）

千円 千円 千円

合　　　　　計
区 分

令和4 令和7

千円

（ う ち 造 成 費 ）

施
　
設

63,421 140,309 0 0 203,730

0

0

（－）

7,2113,446 3,765

－

203,730

－ 49,784 － － 49,784

（－）

59,975 83,865 143,840

2,895 2,895
－ －

－
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様式第４号その４（第１１条関係）

現金預金 203,730千円

　令和3年度までに学納金等帰属収入から積立てられた現金預金から令和4年度
に63,421千円（校舎新築工事費55,907千円、校舎新築工事・設計管理業務委託費
3,872千円、新校舎ネットワーク工事196千円、図書購入費3,446千円）を支出し、そ
の残金27,000,000千円のうち、140,309千円を研究科の設置経費の財源に充当す
る。

※なお、別途、令和5年度開設の未来工学部に支払残高2,396,756千円がある。

設置経費及び経常経費の財源の調達方法を記載した書類

区　　　　　分 財　源　充　当　額 財　源　の　調　達　方　法

合　　　　　計 203,730千円
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様式第６号その２（第１１条関係）

年　度　 令和３年度末 令和４年度末 申請時

　科　目 （開設年度から３年前の年度） （開設年度の前々年度） （令和５年　３月３１日）

一　基本財産 132,264,306 千円 134,616,033 千円 134,616,033 千円

二　運用財産 144,318,158 千円 143,297,016 千円 143,297,016 千円

三　負債額 41,453,893 千円 41,731,563 千円 41,731,563 千円

　１　固定負債 25,567,828 千円 25,284,326 千円 25,284,326 千円

　２　流動負債 15,886,065 千円 16,447,237 千円 16,447,237 千円

四　基本財産＋運用財産 276,582,463 千円 277,913,049 千円 277,913,049 千円

五　純資産（四－三） 235,128,570 千円 236,181,486 千円 236,181,486 千円

財　産　目　録　総　括　表
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(単位　円)

 資 　 産  　の 　 部

232,375,596,707 229,575,256,441 　 2,800,340,266

135,338,572,192 132,990,743,797 　 2,347,828,395

95,134,898,301 94,599,079,858 　 535,818,443

1,902,126,214 1,985,432,786 △ 83,306,572

45,537,452,273 47,007,207,026 △ 1,469,754,753

277,913,048,980 276,582,463,467 　 1,330,585,513

 負　   債  　 の  　 部

25,284,326,170 25,567,828,238 △ 283,502,068

16,447,236,830 15,886,064,668 　 561,172,162

41,731,563,000 41,453,892,906 　 277,670,094

純　　資　　産　　の　　部

基本金 254,350,753,535 252,835,471,399 　 1,515,282,136

第１号基本金 235,098,302,356 228,293,036,370 　 6,805,265,986

第２号基本金 898,944,850 6,188,928,700 △ 5,289,983,850

第３号基本金 11,710,506,329 11,710,506,329 　 0

第４号基本金 6,643,000,000 6,643,000,000 　 0

繰越収支差額 △ 18,169,267,555 △ 17,706,900,838 △ 462,366,717

純資産の部合計 236,181,485,980 235,128,570,561 　 1,052,915,419

負債及び純資産の部合計 277,913,048,980 276,582,463,467 　 1,330,585,513

　貸　借　対　照　表　
令和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日

科　　　　　目 本   年   度   末 前   年   度   末 増       減

固定資産

有形固定資産

その他の固定資産

流動資産

資産の部合計

特定資産

科　　　　　目 本   年   度   末 前   年   度   末 増       減

本   年   度   末 前   年   度   末 増       減

固定負債

流動負債

負債の部合計

科　　　　　目
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様式第７号その１（第１１条関係） （用紙　日本産業規格Ａ４横型）

〇　施設又は設備の整備計画
北里大学

年　度 事　　　項 事 業 規 模 等 実　施　時　期 備　　　考

北里大学病院専用

北里大学専用

教学系システムの充実 学修ポートフォリオシステム・教学システムクラウド化等

特高変電設備4基 令和3～7年度中
北里大学専用

北里大学専用

相模原キャンパス特高変電設備更新工事

令和3～5年度中

未来工学部及び未来工学研究科の設置に係る
施設・設備・図書の整備、購入
 (教具・工具・備品は、未来工学部専用）

鉄骨造5階建6,549.44㎡
（建設予定地）
神奈川県相模原市南区北里1丁目15番1号
図書5,391冊
教具・校具・備品3,673点
（教具・工具・備品は未来工学部専用）

令和3～8年度中
施設は、共用、
教具・工具・備品は、未来工学部専用

相模原キャンパス 発電機棟非常用発電機設備
整備工事

発電機棟非常用発電機設備 令和3～7年度中

事　業　計　画　及　び　こ　れ　に　伴　う　予　算　書

事　　　業　　　計　　　画

北里大学理学部専用

総合手術センター術野映像システム等の更新 術野映像システム　1点 令和3～5年度中

令和3～5年度中

令和3～6年度中

大村智記念研究所専用

教育・研究体制の充実、キャンパス整備の推進

医学部新校舎30,436.20㎡、
看護学部新校舎7,096.60㎡、
新大学図書館3,440.00㎡建設工事他
（建設予定地）
神奈川県相模原市南区北里1丁目15番1号

令和2～7年度中
北里大学専用

2017年度

ピーマックエアコンの更新
S号館1～4F  12.144.34㎡
 ピーマックエアコン

恒温恒湿パッケージエアコン更新工事 恒温恒湿パッケージエアコン　6機

法人全キャンパスを対象とした教職員学生の新
健康管理システムの構築

新健康管理システム、PC40台等 平成29～令和5年度中
北里大学専用

BSL3実験室の改修工事の実施 V9号館1階BSL３実験室（110.7㎡） 令和4年～5年度中
北里大学獣医学部専用

病院棟外来エリア改修計画：内視鏡センターの病
院棟3階への集約及び病院棟1階への眼科外来
の移設・拡充

①内視鏡センターの病院棟3階への集約化改修工事の実施等
②眼科外来の移設・拡充計画の実施（外来エリア第2期工事）

令和2年～令和6年度
北里研究所病院専用

2020年度

指示看護ワークシート及び指示注射ワークシート
のペーパレス化

①電子カルテ処方実績機能追加
②電子カルテ指示確認機能強化

令和3～5年度中
北里大学病院専用

2021年度
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北里大学専用

北里大学病院専用本館空調用熱源機器（空冷ヒートポンプチラーユ
ニット）整備

空調用熱源機器　12台

病院情報システム（部門システム）整備 内視鏡検査システム

2022年度

未来工学研究科の設置に係る設備・図書の整
備、購入（追加分）

図書232冊
教具・校具・備品63点

令和5～8年度中
未来工学部専用

令和4～5年度中

省エネルギー・脱炭素社会実現に向けた取組み
の推進

L1、L2 号館太陽光発電設備設置工事、総合体育館照明LED 化工事等 令和4～7年度中

北里大学メディカルセンター専用

北里研究所病院専用

令和4～7年度中

北里大学病院専用本館空調用熱源機器（空冷ヒートポンプチラーユ
ニット）整備

空調用熱源機器　12台 令和4～7年度中

放射線治療装置の更新
①装置関連機器の購入
②更新装置設置（10年リース）
③設置工事

令和4～6年度中

共焦点レーザー顕微鏡1点 令和5年度

高性能質量分析計（ベンチトップ型フーリエ変換
型質量分析計）の更新

高性能質量分析計（ベンチトップ型フーリエ変換型質量分析計）1点

核磁気共鳴分光システム装置1点 令和5年度

デジタルX線一般撮影装置システム デジタルX線一般撮影装置システム1点 令和5年度

病院情報システム（部門システム）整備計画
①内視鏡検査システムの更新
②臨床整理検査画像ファイリングシステム（プライムビータ）の更新
③放射線画像ファイリングシステム（PACS）の更新

令和4年～令和6年度
北里研究所病院専用

「核磁気共鳴（NMR）装置」の購入 核磁気共鳴（NMR）装置1点 令和5年度 北里大学薬学部専用

「共焦点レーザー顕微鏡」の購入 北里大学薬学部専用

十和田キャンパスLED化の取組

各講義室等LED設置工事（〔LED 化対象施設〕　）
1）V1 号館、2）V2 号館、3）V7 号館、４）V8 号館、5）V10 号館、
6)小動物診療センター（V19 号館）、
7）学生ホール、8)多目的体育館、9)外灯）

令和5年～9年度中 北里大学獣医学部専用

核磁気共鳴分光システム装置更新 北里大学理学部専用

令和5年度 北里大学理学部専用

チラーユニットR-2整備 S号館屋上の空冷チラーユニット3台の整備 令和5年度 北里大学理学部専用

三次元動作分析装置VICONの購入 三次元動作分析装置1点 令和5年度 北里大学医療衛生学部専用

北里大学医療衛生学部専用
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北里大学病院専用肝胆膵高難度手術推進のための環境整備 汎用超音波画像診断装置（bk5000 システム） 1 式 令和5年度中

本館照明設備LED化工事

①本館1階 2,517台
②本館2・4階 3,574台
③本館3・4階 3,389台
④本館6・B1階　　    2,876台
⑤本館5・耐震階 　     950台
⑥本館7～9階 2,524台
⑦本館10～12階　    2,529台
⑧本館13～PH12階  2,577台

令和5年～12年度

医療機器更新計画（総合手術センター） 内視鏡システム（OTV-S300）2式 令和5年度

医療衛生学部A1号館5階改修工事計画
A1号館5階水処理実験室及び粉じん実験室を心理学研究室へ改修
99,225㎡
精神保健学と心理学研究室の教授室1・2の間の壁を撤去

令和5年度 北里大学医療衛生学部専用

WaterSQD2シングル四重極型質量分析システム
一式

WaterSQD2シングル四重極型質量分析システム一式 令和5年度 大村智記念研究所専用

北里大学病院専用

DICOM動画サーバーシステムの更新 DICOM動画サーバーシステム1式 令和5年度 北里大学病院専用

未熟児用広画角デジタル眼撮影装置のメーカー
メンテナンス終了による更新

未熟児用広画角デジタル眼撮影装置1点 令和5年度 北里大学病院専用

北里大学病院専用

医療機器更新計画（内視鏡センター） 内視鏡システム（VP-7000ビデオシステムセンター）1式 令和5年度 北里大学病院専用

ウォッシャーディスインフェクター（器械自動洗浄
機）5機の更新（中央滅菌材料センター）

ウォッシャーディスインフェクター（器械自動洗浄機）5機 令和5年度 北里大学病院専用

医療機器更新計画（放射線部）
①全身用X線CT撮影装置（RevolutionFrontier）1式
②工事費：撮影室　医療機器電源配線変更工事

令和5年度 北里大学病院専用

迅速検体検査室JCA-BMシリーズ自動分析装置
/検体搬送システムの更新（臨床検査部）

①生化学自動分析装置（JCA-BM8040GX）/検体搬送システム（IDS-CLAS　X-
1）
②工事費：２００Vコンセント増設工事
③費用：検体搬送システム（MJ-250W）移設費用

令和5年度 北里大学病院専用

医療機器更新計画（ME部）

①他項目モニタ　ヘモスフィアカーディアック（HEMCARD１）5式
②人工呼吸器（PB980)
③体外循環装置用遠心ポンプ駆動装置メラ遠心血液ポンプシステムUNIMO
（HCS-CFP）
④人工呼吸器（SERVO-air）
⑤心拍出量測定装置（SGOXFTセット）

令和5年度 北里大学病院専用

外部運営事業者の誘致による敷地内保険調剤
薬局の開設計画

① 事業用定期借地権を設定する土地の面積 499 ㎡
② 調剤薬局誘致数 2 店舗を予定
③ 開設場所 県道 52 号沿道部西側 現外来駐輪場付近

令和5～7年度中
北里大学専用

本館無停電電源装置設備整備計画（UPS設備） 本館無停電電源装置430個 令和5年度 北里大学病院専用

重症系システム（ACSYS）及び手術部門システム
（ORSYS）クライアント機器ハードウェア更新

①重症系システム（ACSYS）クライアント機器ハードウェア更新
②手術部門システム（ORSYS)クライアント機器ハードウェア更新

令和5年度 北里大学病院専用

2023年度
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ICG蛍光内視鏡システム一式 令和5年度 北里メディカルセンター専用

メーカーサポート保守が終了するネットワーク機
器の更新

インターネット系コアスイッチ一式 令和5年度 北里大学病院専用

MRI装置の更新
①アップグレード：磁気共鳴診断撮影装置(1.5)SIGNA Artist Evo 1.5T一式
②工事費用

令和5年度 北里研究所病院専用

ロボット支援手術による人工膝関節全置換術の
導入

ロボット支援手術一式 令和5年度 北里メディカルセンター専用

2026年度 該当なし － － －

2024年度 該当なし － － －

2025年度 該当なし － － －

デジタルラジオグラフィCXDIの更新 デジタルラジオグラフィCXDI一式 令和5年度 北里メディカルセンター専用

電話交換機の更新並びにスマートフォンの導入
①PBX一式
②スマートフォン300台

令和5年度 北里メディカルセンター専用

手術部門システム・麻酔記録システムの導入 手術部門システム一式 令和5年度 北里メディカルセンター専用

ICG蛍光内視鏡システムの導入
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様式第１０号その１（第１２条関係）　

（収入の部） 　（単位　千円）
年　　度 開　設　年　度 完　成　年　度

科　　目 新設校分 新設校分

学生生徒納付金収入 9,500 17,000

手数料収入 0 0

寄付金収入 13 24

補助金収入 0 0

資産売却収入 0 0

付随事業・収益事業収入 0 0

医療収入 0 0

受取利息・配当金収入 0 0

雑収入 23 85

借入金等収入 0 0

前受金収入 0 0

その他の収入 0 0

資金収入調整勘定 0 0

前年度繰越支払資金 0 0

9,536 17,109

　（単位　千円）
年　　度 開　設　年　度 完　成　年　度

科　　目 新設校分 新設校分

5,760 8,055

4,407 6,216

1,155 1,496

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

11,322 15,767

資　金　収　支　予　算　決　算　総　括　表

支出の部合計

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

〔　予備費　〕

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

施設関係支出

収入の部合計

(支出の部）

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

借入金等利息支出

借入金等返済支出
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様式第１０号その２（第１２条関係）

（単位　千円）

開　設　年　度 完　成　年　度

新設校分 新設校分

学生生徒等納付金 9,500 17,000

手数料

寄付金 13 24

経常費等補助金

付随事業収入

医療収入

雑収入 23 85

教育活動収入　計 9,536 17,109

人件費 7,456 8,274

教育研究経費 4,407 6,216

管理経費 1,155 1,496

徴収不能額等

教育活動支出　計 13,018 15,986

-3,482 1,123

受取利息・配当金

その他の教育活動外収入

教育活動外収入　計 0 0

借入金等利息

その他の教育活動外支出

教育活動外支出　計 0 0

0 0

-3,482 1,123

資産売却差額

その他の特別収入

特別収入　計 0 0

資産処分差額

その他の特別支出

特別支出　計 0 0

0 0

-3,482 1,123

-3,482 1,123

-3,482 1,123

（参考）

事業活動収入　計 9,536 17,109
事業活動支出　計 13,018 15,986

翌年度繰越収支差額

経常収支差額

特
別
収
支

収
入

支
出

特別収支差額

〔　予備費　〕

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

事　業　活　動　収　支　予　算　決　算　総　括　表

年　　度　

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

教育活動外収支差額

　科　　目

教
育
活
動
収
支

収
　
入

支
　
出

教育活動収支差額
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